
事業期間の設定理由 ―

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

エネルギー研究開発拠点化計画（平成１７年度～）
第３章　具体的な取組
２　研究機能の強化
（３）若狭湾エネルギー研究センターの新たな役割
　①県内企業の製品化を目指した研究開発　②県内外の企業や県内外の企業や大学等への
施設設備の開放

目標　エネルギー研究センターの設備・機器の利用件数　２，８００件以上／年

事業開始年度 元年度 事業終了（予定）年度 元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県
交付金事業実施場所 福井県敦賀市長谷　福井県若狭湾エネルギー研究センター

交付金事業の概要

福井県若狭湾エネルギー研究センターは、多様な炉型の原子力発電所の集積による裾野の
広い関連分野の情報集積、原子力やエネルギーに関連する高度な科学技術とこれに精通し
た技術者などの人材の集積といった本県の特性を最大限に活かし、原子力やエネルギーに
関連する科学技術と地域産業への応用に係る研究開発、高度な知識や技術を普及するため
の研修、高度な技術を移転するための交流拠点施設として、地域振興を図ろうとするもの
であり、これらの目的を実現するため、当施設の管理運営を行いました。（委託先：（公
財）若狭湾エネルギー研究センター）

1 企業導入・産業活性化措置 若狭湾エネルギー研究センター維持運営事業

番号 措置名 交付金事業の名称



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 元年度

設備・機器
利用件数
2,800件／年

エネルギー
研究開発拠
点化計画よ

り

成果実績 件 1620

目標値 件 2800

達成度 ％ 57.9%

評価年度の設定理由
―

交付金事業の定性的な成果及び評価等
―



交付金事業の担当課室 福井県地域戦略部電源地域振興課

交付金事業の評価課室 福井県地域戦略部電源地域振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

施設維持運営 随意契約（指定管理）
（公財）若狭湾エネルギー
研究センター（敦賀市）

473,341,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 298,059,000 298,059,000 300,813,000 896,931,000

うち文部科学省分 239,923,365 239,225,760 234,017,396 713,166,521

総事業費 469,007,000 469,007,000 473,341,000 1,411,355,000

うち経済産業省分 58,135,635 58,833,240 66,795,604 183,764,479

交付金事業の総事業費
等

29年度 30年度 元年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 29年度 30年度

20 20
達成度 ％ 100.0% 120.0% 100.0%

元年度

県内企業等との共同研究
数

活動実績 件 27 24 20
活動見込 件 27


